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応用研究論文
新しい日本のデザイン
      人口減少高齢化社会からの脱却＋TECHNOPIA,AKITA,2016 の提案 




































昨今, 都市計画学領域には, 人口減少高齢化社会に直面し, コンパクトシティー論者というものが優勢である. それは，少子高齢化人
口減少社会の進みつつある日本社会への憂いから, これからは，居住地の近くに都市施設を集約し, 人口減少にみあった規模の都市
建設を進めるというものである. しかしながら, 日本の人口減少というのは, 現状では, 一方的に進展することが予想され, 人口減
少の状況が日本中に波及する可能性を潜めている. 人口減少によるコンパクトシティが本格的に進展してゆくとすれば, 日本の都市
部は一方的に縮小していってしまうのではないかと, 危惧される今日この頃である. コンパクトシティー化の原因が少子高齢化によ
る人口減少であるとすれば, この原因を減少させ, 取り除く施策を投じなければ, そのうち，日本人を継承する人がいなくなってし
まう方向に, 都市計画を進めている可能性もある. この問題は, 都市計画行政のみに委ねられうるものではなく, 国際情勢等の問題
を含む, 政治的問題として, 真剣に考える必要があるものであると考え, ここに一筆したためるものである. 
責任著者連絡先：苅谷哲朗 〒015-0851 由利本荘市土谷字海老の口 84-4 公立大学法人秋田県立大学システム科学技術学部建築環境
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るか, まず検討してみよう.  
 日本の人口減少の原因が, 生殖力のある世代の人
間の生殖能力の後退にあるとして, その一年目或い
は一年間の後退が仮に 1％程度であるとして, 今後, 
50 年間の未来の人口減少モデルを作成してみよう. 
即ち, 一度生殖率が減少してしまうと 1 年後の人口
は, 前の年の人口を 100％として, 99％（0.99 倍）に
なると考えられる. このモデルを具体的に示すと以
下のようになる.  
1 年後）0.99 の 1 乗＝0.99 
2 年後）0.99 の 2 乗＝0.9801 概ね 0.98 
3 年後）0.99 の 3 乗＝0.9702 概ね 0.97 
4 年後）0.99 の 4 乗＝0.9605 概ね 0.96 
5 年後）0.99 の 5 乗＝0.9509 概ね 0.95 
となるので,  
n 年後）0.99 の n 乗，概ね 1 0.01×n  
となり, 即ち, 今の大学生が70歳位になる50年後に
























































レインであり, 21 世紀の日本や, 東海道メガロポリ
- 32 -
苅谷哲朗ほか／秋田県立大学ウ A ／ 2017, vol. 4, 31-45
苅谷哲朗ら/秋田県立大学ウェブジャーナル A/2016, vol.4, 1-10 




や, ナポリ新都心計画, ブルネイ首都計画, パリ・セ
ーヌ左岸計画, ローマ新都心計画, サイゴン・サウス
計画などの都市デザイン計画に従事し, 様々な提案















る視野を養われ, 結果として, あらかじめ, 計画対
象の構造と配置を計画的かつ整然と進める事の必要
性や重要性を身につけてきた. そうした視野のもと



































かとも考えられ, 狭い日本列島の中で, 交わる中で, 


















生み, 政治, 経済, 文化, 芸術のいずれを取っても, 
世界に雄飛していることは間違いないことである. 
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は, 柔軟な頭脳を要求されていると考えられる.  






























すことになるであろう. 今回提案した TECHNOPIA, 
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いうのは, 理解できるかもしれないが, それを, 日
本の国土全体に広めて行くのは, 国の自殺行為であ
るとも考えられよう. 国土全体に人々の営みが展開
してこそ, 国の存在意義があるというものである.  
 しかし, 県庁所在地のようなところが, 全国いた
るところコンパクトシティ化していく趨勢の現況で
は, 全国的に都市化のレベルが低下し, 果ては, 日
本全国に蔓延する可能性すら生じよう. 日本の国土













































はなく, 人々を惹きつける何か, すなわち, 創造や
感性に訴える様な美学が必要であるのである.  
 人口減少高齢化に暫定的に対応するのは, 当面は
コンパクトシティであるかもしれないが, 20 年 30
年以上の長期的な視点からすれば, 日本に世界に通
用する都市デザインを普及させることにより, 外国










る，TECHNOPIA, AKITA, 2016 に於ける提案を参照
されたい.  
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１/1000 の模型化して発表するものである.  
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 企業などの研究開発にしても, 日本国内はおろか, 
世界中において, 24 時間体制で, 情報の受発信が可
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図 7 TECHNOPIA AKITAの鳥瞰模型写真
図 8 TECHNOPIA AKITA の全景模型写真
図 9 TECHNOPIA AKITA の軸方向写真
図 10 TECHNOPIA,AKITA と盛岡,新潟の関係
（https://www.gogole.co.jp/maps）
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をわれわれは, TECHNO （技術）＋PIA（脊髄）, す
なわち TECHNOPIA と呼んでいる。


















うなものになろう. そして, そこは, 海外からの移
民を含む必要な人材が秋田に住んでみたいと考える
様な街でなくてはならない. 可能な限り, その街は










の秋田運河沿いの準工業地域の 2 3 階建ての建物
しか建っていない敷地を設定した. 今後, 実施する
にあたっては, 地盤調査, 所有権調査等も必要であ
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システムと類似の構造とし, 6.4m グリッドの 4 隅の
コア（コア間隔 19.2m）と, 標準階高 4m を 1 層 1 区
画としたものであり , タワー高さは都庁の最高
243m よりも低い, 112m, 180m，224m を基本とした. 
隣棟のコア間隔は, 基本的に 25.６m とした. また, 
隣棟間隔は, 12.8m とし, 延焼の恐れはないものと考
えることとする. 従って, 設計可能と考えられる.  
6.4m グリッド構造（柱，コア）の人工地盤下駐車
場は, 一グリッドに２台の駐車スペースであり, 2 層
となっており, 通過交通となったり, 大型車が通る
部分は 2層分の 8.0m の階高となっている. 人工地盤
下駐車場のシステムは, 丹下健三のナポリ新都心計
画で実施されたシステム（8.4m グリッド, 7.2m グリ
ッド）と, 東京都新庁舎のシステムの折衷案である.  
6.4m グリッド構造（柱，コア）は, 低層建物, ホ
テル棟, 展示場, 貴賓館などにおいても基本的に共
通であり, 計画全体として, 耐震強度を保つ. 
 人工地盤上は, 中央をパリのシャンゼリゼと同じ, 
両側を建物で囲われた, 70m の幅をもつ歩行者天国
とし, 盛土, プランターなどで緑化したり, コア上
を緑化, 噴水, 彫刻置き場にしたりして, 快適で豊
かな空間にする. 広場中央以外の場所は, 地下通過
交通量が少ないので, 可能な限り緑化する. また, 
国道と交差する部分に, 竿燈広場, 南の端に鳥海山
広場を設ける. 秋田の名物, 竿燈の祭りをするのに, 
この人工地盤全体を使う事も可能と想定できよう.  
新都心の美学．
TECHNOPIA AKITA の計画は, 幅 70m のパリのシ
ャンゼリゼの道路空間と同じ幅の人工地盤を中心に
しているだけではない. 両側に配置されたプロトタ
イプのオフィス等のタワーは, 高さ 112m を基準と
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図 12 テクノピアの建物配置図・人工地盤上システム   （運河レベル＋15 18m）１grid＝6.4m,1/3000 
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 日経新聞 2016 年 2 月 9 日号に拠れば，秋田県の一
般会計 2016 年年度予算は，6000 億円であり，産業
振興などに重点を置くという．仮に，5%が建設関連
予算とすれば，20 年間から 30 年間の長期計画ビジ
ョンを立てるとき，20 年程度でトータルボリューム




























ジャーナル A』 1 33-43. 
国土交通省（2014 年 7 月），「国土のグランドデザイ
ン 2050 対流促進型国土の形成 」
日本経済新聞（2015）「新潟，首都圏を救う，巨大地




16 年度予算案，産業振興など重点」（2 月 9 日）．
 平成 28 年 11 月 30 日受付
平成 28 年 12 月 22 日受理
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図 13 テクノピアの堤防・人工地盤下システム     (駐車場 B1,B2F)水面＋5 13m,1grid=6.4m,1/3000 
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New Design of Japan as a Nation: A Proposal by Technopia, Akita, 2016 
Break away from a declining population through an aging society 2016 
Tetsuro Kariya1, Keisuke Teshima2
Drawing and Modeling: Ryota Asama1, Keiichi Kanemi1, Hikaru Hujisawa1
1 Department of Architecture, Faculty of Systems Science and Technology, Akita Prefectural University 
２ Graduate School of Architecture and Environmental Systems Science and Technology, Akita Prefectural University 
Keywords:  Population decline aging society, Foreign affiliated capital, Declining birthrate breakaway, Attractive city planning, 
Cyber Space, Person to person direct interchange 
The compact city theorists have recently become predominant in the area of urban planning in Japan due to the declining population through an 
aging society. Japan is experiencing a low birthrate and an aging society, which is a source of unhappiness among Japanese people. Current 
developments aim to integrate city facilities near places of residence and to proceed with the construction of a city at a scale that matches the 
declining population. However, current understanding indicates that the declining population in Japan is expected to progress unilaterally, and that 
we are  not accepting the possibility that population decline will spread throughout Japan. If the development of compact cities due to the 
declining population progress in earnest, we should be concerned that the urban areas of Japan will shrink unilaterally. If the motivation for the 
formation of a compact city is a declining population due to a declining birthrate and an aging population, urban planning will be moved in a 
direction that disadvantages the future generations of Japanese people, unless we devise measures to reduce this problem. This problem is not 
something that can be entrusted only to urban planning administration, but is also a political problem at both local and international levels. 
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Yurihonjo-City, Akita Pref., 015-0055, Japan. E-mail: t-kariya@akita-pu.ac.jp  
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